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　1．80 年代から 30 年間を検討する意味
　本稿では 1980年代からの 30年間を取り上げ、大学生協の事業業績の変化を検討する。なぜ、80年代から
かというと、以下の理由である。























するために、経常剰余率による単年度経営構造評価基準を作成した。（A評価 =経常剰余率 1.0以上、B評価 =

























































注　大学生協経営資料 38 号～ 150 号（2010.8）、大学生協連提供資料により作成した。







































注　大学生協経営資料 38 号～ 150 号（2010.8）、大学生協連提供資料により、資料を作成し、それを読み取って作成した。

















　生協の歴史的経過と業績の基本的概念を前提に、表 2、表 3に基づいて 80年代、90年代、2000年代の大学




ら Aへの変化もカウントしてある。1年に 1生協 1評価であるから、その年の生協総数がどちらに向いている
かが明らかになっている。
1. 大学生協の全国的経営状況
（1）80 年代（1980 年～ 89 年）
（a）環境変化の影響
　日本の労働組合は 85年 4月 NTT民営化、87年 4月国鉄民営化、88年 4月労働基準法改正の流れの中で、
その影響力を低下させた。そして、88年 12月には消費税法が成立した。そんな中でも、80年代の日本経済は
好調であり、90年 8月の日銀の公定歩合 6.0%に引きあげまで、日本経済は上向きであった。










協の割合は 54.5%、63.6%、43.7%、45.5%を示した（表 2、表 3を参照）。
（b）各生協による経営改善の努力
　各地の施設拡大とともに供給規模が伸長していくため、「組合員のための投資力を持つ経営」という目標は、
各生協にとって達成は容易ではない。表 2、表 3作成の原表を用いて読み取り、表 6規模・種別の経営構造の
変革を作成した。毎年経常剰余率 1.0%以上を 3年間以上（AAA）を続けて、経営体質にしていくことを構造
的改善とすれば、80年代 1回だけでも経常剰余率 1.0%以上を 3年保ち得た生協は 141生協中 29生協、2年

































　各生協の経常剰余率マイナス生協の割合の全国状況は、前出表 2の通り 90年～ 93年まで 80年代の比較的
高い率をわずかに超える 20%台の後半から 31.8%にとどまっていた。しかし、その後、大学改革の新たな方
向への対応に手間取り、経常剰余率マイナス生協の割合は、94年～ 98年 5割から 6割に増加した。すなわち、
94年が 47.5%、95年が 44.3%、96年が 56.6%、97年が 53.6%、98年が 63.8%となった。この傾向は、大学生
協が 1960年から経営統計を実施して初めてのことである。


















況であった。経常剰余率のマイナス生協の割合は、2001年が 31.4%、2002年が 24.4%、2003年が 23.1%、
2004年が 23.3%、2005年が 22.4%、2006年が 23.1%、2007年が 21.6%であった。しかし、分類 1規模のみ
2003年が 57.1%、2004年が 71.4%、2005年が 57.1%であった。2007年には 14.3%と回復はしたが、分類 1規
模（国立大規模）が PFI（7）など構造的な影響を受けたのであった。









　表 6に見られるように、毎年経常剰余率 1.0%以上を 3年間以上（AAA）を続けて、経営体質にしていくこ







　80年、81年では、私立の 2分類と、国立・私立を問わず 10億円以上 20億円未満の 5分類、6分類さらに、
国公立、私立の区別なく 2億円以上 5億円未満という分類 9、10の小規模のところで全体数値以上のマイナス
影響を受けている。表 2で見ると、私立 2規模では 80年 50%、国公立 5分類では 80年、81年ともに 37.5%、







　82年は小規模の 9、10、が回復して、私立の 2分類（50%）と国公立 3分類（54.5%）、国立・私立を問わず
10億円以上 20億円未満の 5分類（37.5%）、6分類（40%）と、私立最小規模 12分類（33.3%）のマイナス率
が大きい。
　83年は私立 6分類（50%）、国公立 9分類（31.3%）、私立 10分類（40%）、私立最小規模 12分類（44.4%）
でマイナス率が大きく全体数値は 23.1%である。
　84年は私立 6分類（30%）、私立 8分類（33.3%）が大きく全体数値は 19.8%のマイナスとなっている。
　85年は私立 6分類 （60%）、私立 8分類（37.5%）、私立 10分類（30%）、国公立 11分類（44.4%）が、全体
数値 26.5%を超えている。私立 20億円未満から 2億円以上の規模まで、国公立の最小 11分類が影響を受け
ている。
　86年は私立 6分類（30%）、8分類（25%）、私立 10分類（30%）、私立 12分類（44.4%）、国公立 11分類（33.3%）
が全体数値 22%を超える。
　87年は私立 4分類（25%）、私立 6分類（50%）、国公立 9分類（25%）国公立 11分類（30%）、私立 12分類
（33.3%）が全体数値 21.8%を超えている。
　88年は私立 6分類（60%）、私立 8分類（43.8%）、私立 12分類（33.3%）が、全体数値 25%を超える。
　89年は経常剰余率マイナスの全体数値が 35%になった。それを超す分類は、国公立 3分類（54.5%）、国公
立 5分類（37.5%）、私立 6分類（63.6%）、私立 8分類（43.7%）、私立 10分類（36.4%）である。
（2）規模別、種別分類のマイナス値の特徴と回復力
　以上をまとめて全体をみると、国公立 1分類は 82年（28.6）以外は全体数値に満たないマイナス率であった。
私立 2分類は 81年（50%）と 82年（50%）のマイナスが全国値を上回っていたが、それ以外の年は安定して
いる。80年代大規模では安定している。国公立 3分類は、82年（54.5%）、89年（54.5%）が全国値を上回っ
て突出しているが、翌年、翌々年に同等の回復を示す。
　私立 4 分類については 80年代は 87年を除いてマイナスのない状況であった。国公立 5分類は 80年、81年、
82年、89年とすべて 37.5%で、全国数値の年度傾向と似通っている。プラス化率は 84年（25%）、86年（37.5%）、
87年（37.5%）とマイナスの少ない年に多い。
　私立 6分類は、81年～ 89年まで 30%～ 63.6%までの経常剰余率マイナスとなった。安定していた 80年代




　私立 8分類は、私立 6分類と似た不安定な規模である。84年から 87年を除いて 89年まで、33%～ 43%代
の経常剰余率マイナスの生協数が多い。ただ、表 3の通り 6分類と異なって毎年の回復する力をもっている。
　国公立 9分類は、80年から 82年を除いて 83年までの３年間、全国値を上回る経常剰余マイナス率を示し
ているが、表 3で見られる通り、その後 80年代はプラス化の方に力が注がれており、マイナス率は下がって
いる。供給規模が同等である私立 10分類は 82年（0%）、84年（20%）、87年（10%）を除いて 80年から 89
年まで 30%～ 45%のマイナス経常剰余での生協数率が高い。しかし、6分類と異なって回復力はあることを
示している。
　国公立 11分類は、原因は定かでないが、85年から 87年とマイナス率が 30%から 40%を示し、86年から












する。６分類では改善はないが変らず 60%、7分類では変らず 45%、改善 35%であった。８分類以下は改善











り高い割合は 2分類の 50%、7分類の 65%である。また、低い割合は 3分類の 36.4%、4分類の 25.1%、6分
類の 18.1%、9分類の 36.8%である。
　好転率の低い中でも４分類と 6分類は私立で、4分類は 90年代、2000年代も好転しない。先回りをして、
90年代 2000年代も追ってみる。6分類は 90年代は全国値を上回るし、2000年代も 40%の生協は好転している。




















の方針は各生協で必ずしも受容しきれたとはいえない。別途事例で取り上げる 3分類の Y大生協では 92年の
提起を 97年の総代会で Y大生協のものとして決議し、2002年に中期計画の柱にした。真摯に受け止め続けて




　各大学生協は 90年代に環境変化の影響を大きく受けた。90～ 93年は 80年代とほぼ同等の多くて 3割がマ
イナスとなる影響であるが、94年からは一挙に 5割以上の生協が経常剰余をマイナスにする影響をうけた。
表 2、表 3を用いて、年度別・分類別に年次の動きを検討すると次のようになっている。
（a）　90 年～ 93 年（マイナス率 80 年代と同等の安定）
　90年は経常剰余マイナス生協数の全国値は 27.8%で、低くなっているが、それより高いマイナスは 6分類
の 36.4%、8分類の 56.3%、12分類の 36.4%となっている。裏返しのプラス化率は、表 3によると、全国値





率が高いのは 4分類の 50%、8分類の 52.9%、12分類の 63.6%であり、全て私立である。大学審議会の答申を
受けた中小大学の環境変化に生協が対応しきれていない。この年の前年からのプラス化率は全国値 26.7%に
対して、同等値は 6分類、7分類だけで、高いのは 1分類の 42.9%、3分類 33.3%、5分類 45%、9分類 35%、
10分類 46.2%となっており、10分類以外は国公立である。10分類は 2年続いてプラス化率が高く、単純では
ないが、この率は 88年 89年の 2年間で落とした 82.7%に対して、プラス化率の 2年間は 79.5%で、ほぼ同
等に回復している。
　92年の経常剰余マイナスの生協数の全国値は 29.4%であり、20%台の同等分類は 2分類、5分類、11分類
であり、より高いマイナスは 3分類の 33.3%、4分類の 50%、8分類の 41.2%、9分類の 40%、10分類の
38.5%、12分類の 54.5%であり、マイナスが低いのは、1分類の 0%、6分類の 9.1%、7分類の 15%、である。
プラス化率が高いのは 4分類の 50%、8分類の 29.4%、11分類の 23.1%である。前年 4月から土曜閉庁が始ま
っているが 1年遅れで影響が出ている。
　93年のマイナスの全国値は 31.8%となり、全国値と同等なのは 4分類、5分類と 7分類、高いのは 2分類
の 75%、3分類の 41.7%、８分類の 35.3%、10分類の 53.8%、11分類の 50%、12分類の 35.2%である。大規
模私立と 20億円を超える国公立、中小規模の私立 8、10、12、小規模の国公立に影響した。
（b）　94 年～ 97 年（マイナス率　47.5%～ 56.6%　半数に影響）
　94年は全体では 47.5%の生協が経常剰余マイナスになり、4分類 より大きい規模、20億円以上が特に影響
を受けた。1分類 42.9、2分類 75%、3分類 83.3%、4分類 75%であり、小規模になると、8分類が 66.7%、10
分類が 50%、11分類が 62.5%である。その他 12分類が全国値に近い 41.2%である他は 5、6、７、9、の分類
は 30%台である。
　95年は全体では 44.3%の生協が経常剰余マイナスとなり、1分類が 57.1%、2分類が 50%、3分類が 69.2%、




　96年は経常剰余マイナス全国値 56.6%となり、同等なのが 1分類、8分類であり、全国値より低いのは 4
分類の 25%、6分類の 36.4%、11分類の 35.3%、12分類の 47.8%に過ぎない。2、3、5、７、9、10、の 6つの
分類は 60%～ 70%台という高い率で経常剰余マイナスである。
　97年は経常剰余マイナスの全国値が 53.6%とわずかに前年より減少したが、低いところは 6分類の 45.5%、
11分類が 42.1%で、他分類は 50%台～ 70%台で、2分類のみは 100%であって、殆どの分類に広がっている。
（c）98 年、99 年（63.8%の生協に影響、翌年 42.1%に）
　98年は全国値 63.8%と、最高値を示す年であるが、1分類の 28.6%と 11分類の 35%が目立っている。1分
類はプラス化率が 42.8%を示しており、11分類のプラス化率は 10%である。1分類は改善が進んだことを示
しており、11分類はプラスを維持しているのである。
　99年は表 3のプラス化率の全国値が最高の 36.5%を示し、マイナスの全国値は 42.1%に下がった。4分類






　90年から 94年までについては、8分類、12分類は 90年から、10分類は 92年から、11分類は 93年と 94年、
そして小規模でマイナスが大きい。また、1分類、2分類、3分類、4分類の大・中規模では、1分類が 94年（42.9%）
から 97年（57.1%）、2分類が 93年（75%）から 98年（100%）、3分類が 93年（41.7%）から 98年（76.9%）
まで、4分類が 91年（50%）から 99年（75%）まで、経常剰余マイナス生協数が増加した。5分類は 96年（71.4%）













が大きかった分類である。私立 6、私立 8の規模は 97年の改善が大きく、98年は少し落ちて 99年にまた改善
が進む。国公立 9、私立 10、私立 12の規模は順にあがる傾向でほぼ同じ傾向をもつ。
　さらに、90年代の 10年間での新設校は私立８規模以下で、私立 25校、国公立が 8校。経常剰余率が 1.0%
以上又は、それに近い生協は 11校でその他は経常剰余率のマイナス比率が高い。その場合は経営構造が不安定









あるいは 2年は 1.0%以上で、1年は落ちる場合を 80年代と同様に計測すると、90年代の生協数の 25.8%の
生協で構造的改善が得られている。ただし、92年までが主力で、93年以降の改善は 5%であった。表 6を使
って分類別に見ると、全国値と同等の分類は 1分類、2分類、9分類、12分類で、高い改善率は 6分類の
36.3%、7分類の 38.1%、11分類の 47.6%であり、低い割合は 3分類の 7.7%、4分類の 0%、5分類の 18.2%、




















況は 2001年、全体は 31.4%で、20億以上では影響が前年の 42%を越えて残り、国公立 30億円をこえる規模
では 2005年まで続く。全国では、2002年以降 2007年は 20%台と環境影響を抑えている。2009年はまた前年























　2000年から 2009年までの 10年間で、経常剰余率を AAA、AABで 1回以上継続できた生協数の分類別割合
は 2000年代安定期の 2007年までが主力であるが、54.4%であって、その内容は以下の通りである。全国値と
ほぼ同等なのは 4分類と 11分類で、高いのは 6分類の 68.2%、9分類の 65.2%、10分類の 79.2%、12分類の
64.7%であり、低いのは 1、2、4分類の 0%、3分類の 38.5%、6分類の 40.0%、8分類の 42.1%、であった。
大規模の 1、2、4分類は 0%と構造改善は困難であったが、国公立の 5分類以下は 60%を超える生協で構造












　表 4は 1980年度から、ほぼ 10年毎の規模・種別の生協数と累積赤字生協数を併記したものである。検討を

































長所感」から 2年経った 80年度をみてみると、組合員のための投資可能な累積剰余を 2.1以上の累積剰余率
で持った生協は、18生協である。その内訳は、1、3、4、6、分類が各 1生協の他は 10億円以下供給高の 7、8、
9分類の生協に 10生協、10、11、12分類に、4という中小規模に集中する。中小規模中心に 2年間で 15.9%
の生協に「会長所感」が浸透したのである。そして、この時、累積欠損金を持っている生協は 22生協で
19.5%（7）、その他 64.6%の生協が 0～ 2.0という累積剰余率で全国の大学生協はスタートした。
　表 5は、規模・種別を分散して改善の進んだ地域を中心に、25生協をその典型として掲載した。
（2）25 生協の社会環境適応と事業組織内の意思一致の実績
　表と地域分布　左の 1-a Hの 1は表－１に分類した規模・種別を表し、aは同規模の中での順番、Hは大学
名の頭文字である。マス内の ABC記号は表－ 2の経常剰余評価の記号で、前々年、前年、その年の評価である。
マス内の数値はその年の累積剰余の供給高比率である。規模別に少なくとも 1例はあげ、改善の進んだ地域が
わかるように選択した。北海道地域は 1-a H、5-a-M、8-a H、8-b R、である。東北地域は 1-b T、3-a H、3-b Y、
10-a T、京都地域は 2-b D、10-b K、九州地域は 5-b K、5-c R、7-a O、7-b M、である。

























　7-a O大学生協と 7-b M大学生協も、別途事例で取り上げる。
　8-a H 大学生協は北海道地域の大学生協で、BBBでは届かない累積赤字を AAAに切り替えて克服した。
　8-b R大学生協は、やはり北海道地域の生協で 80年代末に AAAスタイルを構築しているが、93年から 97








　10-a T大学生協は東北地区の小規模私学（キャンパス人口約 3500人、工学系 2学部）である。81年に設立
されてから 80年代は低空飛行、90年に -3.0%を超える経常赤字を出してから 2005年まででこぼこを繰り返す。
2005年からの地域的手入れが効を奏し、累積欠損金は 95年の値まで戻っている。あと、3～ 4年で克服する
ところまでいっている。


















　供給高 20億円から 30億円未満の場合は国立も私立も 2パターンあって、
BAA方策と AAA方策は一気に回復し、BCB方策か、環境適合の方策が外れたかつくれなかったところは、
まだ、蓄えはあるが、徐々に経営構造を悪化させている。
　供給高 10億円以上 20億円未満の場合、国立も私立も AA方策をとろうと意思一致を計れば、できるという
事を示している。北海道、九州、大阪、四国と地域が分散しているが、地域とその生協の意思で、AAA目標
をとって赤字克服に成功している。







EEで 5年間で -24.7%の累積欠損をもちながら、2000年以降 AA方策で 2009年のマイナスも受けてなお、



































2000年代の経営構造の改革は AAA生協数 96、AAB生協数 21で、全体の 54.4%の生協で進んだ。分類別に
みると 5分類と 11分類が同等で、よりよく好転化したのは 7分類の 68.2%、9分類の 65.2%、10分類の




表 3は前年からその年に向かってプラス化した生協数の割合である。例えば 3分類の 81年を見ると、3分類
の生協の 27.2%が経常剰余をマイナスにしたが、プラス化率は 18.3%だから、72.8%の生協は経常剰余プラス
で、そのうち 18.3%は前年からプラスにした生協で、54.5%は継続してプラスを保ってきたということである。
そして 82年は、プラス化は 0で（プラス化の勢いはなく）、マイナスが 54.5%になり、翌年 84年は、マイナ
ス生協が 9.1%になり、83年のプラス化率は 63.6%になっている。ということは、十分な回復力で取り返して、
27.3%の生協は継続的プラスであるといえる。






























（8）このうち 8生協は 30年間でプラス構造に到達し、16生協は 30年後も様々に奮闘しつつ、累積欠損をもっている。
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